
以下は、2017年12月17日に開催いたしました、親子ネッ

ト講演会時における、親子ネット代表 佐々木のご挨拶を

掲載しています。親子断絶の問題に対する代表の思いを

述べています。

１．講演会の目的

本日の講演会は、大正大学心理社会学部教授の青木

先生と山梨学院大学法科大学院教授の金先生をお招き

して「共同養育実現のために必要なこと～他国事例に学

ぶ制度設計～」についてご講演会いただきます。

2012年の民法766条改正、2014年にはハーグ条約が批

准されましたが、残念ながら、先進国で唯一単独親権制

度に固執する日本は、司法の機能不全と相まって、面会

交流、養育費支払いともに改善の兆しは、見えていませ

ん。更に、子どもの連れ去り→引き離し→調停・裁判の長

期化→監護の継続性による親権者指定が半ば制度化さ

れつつあります。ＤＶや児童虐待などの親権停止・喪失

事由がない親が、ある意味、ただ子どもを先に連れ去ら

なかったとの理由だけで、子どもと会えなくなるのです。

極めて深刻な人権侵害です。

「共同親権は日本の文化になじまない」「子どもの連れ去

りは日本の文化だ」と発言し、極端な事例をもって、面会

交流の拡充に反対される方々がいます。法曹、政治家、

ＮＰＯ法人代表、一部マスコミです。諸外国の親も離婚す

るわけですから当然葛藤はあるわけです。ＤＶの問題もあ

るでしょう。しかしながら、諸外国では試行錯誤しながら、

子どもの最善の利益の確保の観点から、単独親権制度

から共同親権に移行し、共同養育計画書の作成義務化

など、子どもが離婚後も、等しく両親から愛情と経済的な

支援を受ける制度を構築してきました。

日本も、こうした優れた、先行研究、先行制度を参考に

し、離婚に伴う、子どもの負担・リスクを軽減していくため

の法律や施策を早期に構築する必要があります。あらゆ

る子どもの健全な成長を促進する社会、あらゆる子どもに、

挑戦する権利を等しく保障する社会に日本もならなけれ

ばなりません。

２．来賓について

１）本日は、来賓として、自民党から三谷衆議院議員、

民進党から真山参議院議員、立憲民主党から松原衆議

院議員、また、円元参議院議員のご臨席をいただきまし

た。保守からリベラルまで幅広い先生方にご臨席いただ

き、大いに喜ばしく思っております。なぜなら、子どもの連

れ去り・引き離し問題、それに伴う子どもの貧困問題はイ

デオロギーを超え、性差を超え、解決していかなければ

ならない問題だからです。今日、ご臨席いただいた先生

方は、一番の弱者である子どもたちの福祉を改善しようと、

この問題解決に積極的に活動いただいて来た先生方で

す。あらためて敬意をもってお礼申し上げます。

２）有識者・マスコミ・行政の方々も本日は多数御参加

いただいています。

親子ネットには、毎日のように、当事者から相談のメー

ルが来ます。ある日突然、子どもを連れ去られて会えなく

なり苦しむ親からの相談です。ここ数年、子どもに会えな

くなり、自死を選ばれた方がいます。また、ひとり親家庭

で毎月のように虐待される子どもの報道があります。その

たびに胸が張り裂けそうになります。私は何とか助けたい。

心からそう思います。

本日の講演を機会に、是非、諸外国の制度も参考にし

ながら、何が事実で、何が子どもの健全な成長に資する

制度なのか？お一人お一人が自分のご意見お持ち、自

分に何ができるのか？を問いかけ、情報発信し、自分の

お仕事に活かしていただければ幸いです。

３．当事者の皆様へ

親子ネットは2008年の発足以来、会報の発行、講演会

の開催、法整備の陳情など地道な活動を行ってきました。

私自身も2009年に当事者となり、2010年から活動を続け

てきました。ハーグ条約批准後、親子断絶防止法案への

反対運動は熾烈でした。そこには、嘘や詭弁、も多くあり

ました。

４４号
2018年4月8日

11

講演会時のご挨拶 親子ネット代表 佐々木 昇



2

講演会時のご挨拶 親子ネット代表 佐々木 昇（続き）

私は代表として、あくまで、良き父親、母親、祖父母、良

き市民の立場で活動を展開し、賛同者を増やす方法をと

ってきました。

愚公山を移すという中国の故事がありますが、「どんな

に困難なことでも努力を続ければ、 やがては成就すると

いうたとえ」で使用されますが。私はこの言葉好きです。

簡単に紹介すると「愚公という老人が、交通の便をよくす

るために 一族で自宅の前にある山を崩しはじめた。これ

を見た人が、その愚かさを笑ったのに対し 、愚公は、

子々孫々続ければいつかは成功すると答えた。その志に

感じた天帝が一夜で 山を移させた」という話です。

皆様は、家庭裁判所で理不尽な判決、審判を受けた方

も多くいると思います。しかし、子供へのたゆまない愛情

を持ち続ける限り、希望はあります、最後の判決は裁判

官が下すのではないのです。あなたの子供が下します。

希望を捨てることなく、当事者の皆さんに置かれましては、

自身の心身の健康に留意し、ともに子どもたちのための

将来のために、愚公のように具体に活動していただきた

いと思います。

（親子ネット代表 佐々木 昇）

親⼦ネット主催講演会
共同養育実現のために必要なこと
〜他国事例に学ぶ制度設計〜

親子ネットは2017年12月17日に、TKP神田駅前ビジ

ネスセンターにて、「共同養育実現のために必要なこと

〜他国事例に学ぶ制度設計〜」と題した講演会を主催

いたしましたので、ここにご報告いたします。

親子ネットが2008年に発足して以来、2012年の民法

766条改正、2014年のハーグ条約批准など、我が国に

おける法改正は一部実施されました。しかし、民法766
条が改正施行後5年を経過しても、離婚した母子世帯の

うち養育費の取り決めは42.7%、面会交流の取り決め

は24.1%にとどまっており（平成28年度全国ひとり親世

帯等調査結果、厚生労働省）、改善の兆しは今なお見え

ていません。また、「片親による一方的な連れ去り」に関

しても、国内ではいまだ横行しており、ハーグ条約とのダ

ブルスタンダードの状況に変化はありません。

今国会での成立を目指している「親子断絶防止法案

（講演会開催時点、現在は共同養育支援法）」では、

「充実した面会交流を実現するための制度及び体制の

在り方」が法律公布後施行までの2年間での検討事項と

して明言されています。そのため、法律のみにとどまらず、

別居・離婚で苦しむ子どもたちやご両親に対して「社会

が何を成すべきか」を考え、今後の制度設計に際し、「共

同養育の在り方」についての気づきを得られる機会を提

供したく、親子ネット講演会を企画いたしました。

本講演会には、二名の講師の先生にお越しいただきま

した。山梨学院大学法科大学法務研究科教授の金亮完

先生からは、「未成年の子を持つ離婚に関する法制度

の紹介 〜隣国である韓国の事例から〜」というタイトル

にて、韓国の共同養育の制度設計についてご紹介をい

ただきました。そして、大正大学心理社会学部教授の青

木聡先生からは、「先進諸国での共同養育の取組み 〜

北欧の事例から〜」というタイトルにて、ノルウェーの事例

に関するご講演をいただきました。

⼭梨学院⼤学法科⼤学法務研究科
⾦亮完 教授

⼤正⼤学⼼理学社会学部
⻘⽊聡 教授
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国名 日本 韓国 ノルウェー

結婚件数 620,531件（2016年）* 281,600件（2016年） 22,537件（2016年）

離婚件数 216,798件（2016年）* 107,300件（2016年）
離婚 9,345件、同棲（事実婚）解
消 10,842件（2016年）

親権・監護 単独親権・単独監護
共同親権・共同養育の選択肢
がある

共同養育（30%監護分担）が浸

透、同棲（事実婚）にも法的な
共同親責任が認められている

面会交流 月1回数時間

＜面会交流の例＞
・子が夏休み期間中の10日間、
別居親の家に泊まる

・子と電子メールや手紙のやり
とりを自由にできる

・子が別居親の家族の行事
（祖父母の誕生日等）に参加す
る

・子が別居親と海外旅行できる

子育て時間の平均は月8.6日
（2012年）、長期休暇は半分を
過ごす = 年間100日以上

＜通常面会交流権の定義＞
・毎週平日1泊
・隔週週末2泊3日（3泊4日）
・夏休み3週間
・祝日は隔年交替

養育費 養育費算定表に基づく 養育費算定基準表に基づく 算定表に基づく

法的義務

離婚届に面接交流・養
育費の取決めの有無
の記載欄が設けられ
ているが、努力義務

未成年子がいる夫婦は、離婚
後の子の養育などに関する父
母教育を受けなければならな
い

＜法的義務あり＞
・離婚時の親教育受講（無料）
・養育計画の提出
・1年間の別居期間
・養育費の算定

行政によ
る支援

（今回の講演会を受け、
在り方を検討）

・ソウル家庭法院では、離婚熟
慮期間の間に最大で10回の無
料相談を受けることができる

・家庭法院の事務負担が増し
ているため、第三者機関との
連携により負担を減らそうとし
ている

・家族カウンセリングの提供
・離婚時の親教育講座の提供
・養育計画は調停7回まで無料

・国による養育費の立て替えと
強制徴収

年末のご多忙の中、ご登壇くださいました金先生、青木

先生、ご出席くださいました議員、自治体関係者、マスコ

ミ、会員の皆さま方に、心より御礼申し上げます。

*厚生労働省「平成２８年人口動態統計」より

（文 親子ネット運営委員：篠田 裕美、写真 親子ネット運営委員：眞有 浩一）

講演会当日は、民進党 真山勇一参議院議員、立憲

民主党 松原仁衆議院議員、円よりこ元参議院議員、

自民党 三谷英弘衆議院議員より、来賓のご挨拶をい

ただきました。

出所）講演会等より作成

数時間と、不十分であると言わざるを得ません。

また、韓国・ノルウェー共に離婚時に親教育を受講しなけ

ればならないことが特徴として挙げられます。現在の日本

では、そのような法的義務はありません。子の利益を確保

するためには、双方の親の意識や行動が適切である必要

があります。今後の制度の在り方として、行政による無料の

親教育講座の提供のみならず、教育の受講義務を課すと

いう法的な整備も合わせて行うことで、効果的な親教育が

実施できるものと考えます。

本講演会での金先生からの韓国の事例、青木先生

からのノルウェーの事例に関するご報告を踏まえ、日

本・韓国・ノルウェーの離婚時における面会交流、養育

費、法的義務、行政による支援について、以下の表に

取りまとめました。まず、日本は単独親権であるのに

対し、韓国とノルウェーは共同親権や共同養育が認め

られています。そして、韓国やノルウェーにおける面会

交流の状況は長期間の宿泊面会が見られるなど充実

しているのに対し、日本の面会交流の状況は月1回

表： 未成年の子をもつ離婚に関する各国の特徴
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「あなたに逢いたくて」第11弾

臨床心理士石垣秀之先生

１．臨床心理士になられた理由・経緯について

中学校時代、学校が荒れていたことに加えて、中2・３

の担任教師の影響で学業への意欲がどんどんなくなり、

高校では全く勉強しなくなりました（でも皆勤賞です）。

そのかわり自分でいろいろと考えるようになり、日本に必

要なのは大統領制度だ！なんてことを思いつき、（勉強

もできなかったので）アメリカの大学の日本校に入り、そ

の後何とか留学することができました。でも留学するころ

には、人を幸せにするのは法律や制度じゃない、って

考えるようになっていて学部は心理学部にしました。卒

業後、地元山形大学の大学院で臨床心理学を学びまし

たが、当時は神戸の震災やオウムのサリン事件などの

後で、スクールカウンセラーが出始めたころでした。まだ

まだ「心理じゃ食えない」って言われている時代でした

が、臨床心理士の資格を取れば何とかなるかな？など

と浅く考えて、趣味と実益を兼ねる仕事に就くことができ

ました。

２．離婚前後の片親による子どもの連れ去りや、親子

の面会交流が十分になされていない親子の別れが親

や子どもに与える影響について

まず、両親の葛藤に晒されることによる影響を看過す

ることはできません。DVと呼ぶべき一方的な攻撃に限ら

ず、双方が対等の夫婦喧嘩であっても子どもは十分に

傷つきます。愛する者が傷ついている場面を目撃する

ことによる影響の他、忘れてはならないのは愛する者が

誰かを傷つけている場面を目撃することの影響です。

この避けがたく耐えがたい葛藤からの回避であれば両

親の離別も検討すべき解決策であることは確かだと思

います。ただ、それは他方に同意のない連れ去りである

べきではなく、子どもへの影響を最小限にする配慮のも

とで、十分ではないにせよある程度の協議と合意をして、

双方が冷静に子どもたちに別れる理由と将来的な見通

しを伝える必要があります。

連れ去りが起きた時、子どもは父母の直接的な葛藤場

面からの解放という好影響がある面もあります。しかし一

方で、環境（人間関係）の変化への不安・不適応を感じ、

目の前の連れ去り親への気遣いと残された親への罪悪

感が生じます。さらには、父母の別離が決定的であると

いう認識と悲嘆、もしかして自分が何か間違ったことをし

た（あるいはしなかった）からこうなったのではという自

問・自責、そして事実の否認・怒りといった様々な感情

を経験し、混乱します。

連れ去り親は、連れ去りという不当な行為が他方親の

怒りを極度に高めることを自覚しますから、攻撃される・

子を取り戻されるかもしれないという不安・恐怖に駆られ

ることになります。この不安・恐怖は実際に存在するため

に、相談を受けた人は「怖かったから逃げたのだ」という

認識を持ち、同時に存在する（あるいは専ら）「逃げたか

ら怖くなったのだ」という事実に目を向けることができなく

なります。逃げた先での人間関係や適応を安定的なも

のにするため、そして何より（自分が非難される対象で

あるという）自我を脅かす意識を抑圧するため、過剰な

自己正当化（すなわち過剰な他方親批判）が始まり、子

どもから認められ求められているという感じに依存（それ

なしには安定を保てない）するようになります。

子を連れ去られた親は、子どもがいない状態に茫然

自失し、混乱し、子どもに会いたいという強い気持ちが

湧きあがり、多くの場合、これらのやり場のない感情から

連れ去り親への怒り感情に飲み込まれます。自らが主

たる監護者であり大部分の日常的な世話を継続的に行

ってきた場合には、子どもの安否が強迫的に気になりま

す。寝ても覚めても（眠れなくなりますが）、「子どもは大

丈夫か、自分のことを思って泣いていないか」などと考

え、そわそわし、落ち着けなくなります。

平成10年山形大学大学院修了。同年スクールカウンセラーと

して心理臨床活動を開始。平成13年臨床心理士。平成17年はり

師・きゅう師。平成22年行政書士。平成23年臨床発達心理士。

スクールカウンセリングで関わる児童生徒の問題行動の背景に、

家族関係・親子関係が根深く存在することに直面。平成18年、

中学時代に関わった不登校児が卒業後継父に殺害される事件の反

省から離婚問題へ焦点化。行政書士資格取得後、面会交流・養育

費への専門的支援を開始。東日本大震災後の平成24年、株式会

社 i プロデュースを設立し、震災・DV被害者等へのトラウマ治

療、面会交流にかかる意見書作成等の支援を開始。



一方、連れ去り親は、子どもと相互に依存しあう関係にな

り、また、他方親から「逃げてきた」という意識を共有すること

になります。しかし、子どもが他方親と一定程度の愛着関係

を築いていた場合には連れ去り親の影響によっても即時に

その態度が変容することはありません。しかしながら長期に

わたる引き離しは愛着関係を弱めていきます。連れ去り親

に他方親と子との関係を維持・促進させる積極的態度が無

い場合には、子どもが思春期を終えるまで同居親が嫌うよう

に別居親を嫌う態度が強化されていくことになり、そうするこ

とで子どもが抱える二律背反の感情を意識せずに表面的

な安定を保ちやすくなります。

別居親は、喪失感情や怒りや自責などから、争う態度を

強化したり、和解に向けての可能性を探ったり、常に自分

の行動がこれでいいのか自問することになります。多くの場

合、抑うつ状態とPTSDと診断される程度の精神状態に陥り、

そういった精神状態であるが故に経験する感情や思考なの

か、安定している時もそう考えるのかという判断がつかなく

なります。

３．「片親疎外」とはどのような状態をいいますか？

片親疎外を引き起こす子どもの連れ去りについて

「片親疎外」とは、簡単に言えば、同居親の意向を意識的・

無意識的に汲んで別居親を批判・拒絶する状態を指します。

必ずしも同居親が別居親に対する批判を子どもに吹き込ま

なくても生じうると考えています。言語を話せない乳児であ

っても愛着対象者の意図はその視線などから推察しますし、

別居親の批判という作為ではなく、別居親の話をしない（あ

るいは子どもが別居親の話をしても反応しない）という不作

為によっても、子どもは同居親の態度・意思を感じ得るから

です。

片親疎外も軽いものから重いものまで連続しています。片

親疎外の成り始め・軽い段階では同居親への同調的態度

（すなわち同居親への迎合が主目的であり別居親を貶める

意図を有していない）が見られ、同居親の心理的影響の少

ない場面では、別居親との楽しかった思い出を想起し、語

ることができ、楽しく面会交流することができます。重度の

（完成された）片親疎外では同居親の指示がなく、時に同

居親の言語的なたしなめに反しても別居親を批判し、拒絶

します。こうなると家庭裁判所調査官は「同居親の影響によ

る意思形成とは考えにくい」と指摘します。

仕方なく親子が離れて暮らすことになったとしても、略取・

誘拐に相当する連れ去りは第一に父母双方の葛藤を高め、

子の「最善の」利益と考えられる関係修復の道を閉ざすこと

になります。連れ去りを実行してしまうと、連れ去り親は意識

せずとも自らの自我の安定のために子どもを利用するように

なり（この場合よく聞かれるのが、「子どものためを思って」…

という言葉の強調）、子どもは自分のためではなく同居親の

安定のための人生を生きていくことになります。少なくない

別居親がメンタル的な不調を来たし、仕事を止めたり、何ら

かの依存症になったり、自死を選択することすらあります。

別居親の不幸は重度の片親疎外が見られる子どもにより強

い自己正当化を促すよう迫る一方、「自分が親を不幸にし

てしまった」という拭いきれない罪悪感を無意識に植え付け

ます。

無知のため、あるいは精神的混乱のために一方の親が連

れ去りをしてしまうケースがあることも確かです。日本の社会

が「連れ去りは誘拐で有害だ」というコンセンサスを持てば、

多くの連れ去ろうとする親に対する圧力となり、連れ去り後

の修復可能性も高まります。法改正や社会的啓蒙が必要

であると考えています。

４．今後の抱負を語っていただけますでしょうか。

スクールカウンセラーとしても、「これから離婚するつもり」

とか「離婚したけど…」といった一方の親（ほとんどは母）か

らの相談をよく受けます。なかなか離婚の意思を固めている

方に対して立場上関係修復を目的とするカウンセリングを

実施・継続することは難しいのですが、子どもの心理と行動

を説明したり、別居親との関係継続の有効性を伝えたりして

います。子どもに関わる多くの専門家に対して、それぞれの

立場でやれることがないか考えてもらうよう情報発信をして

いきたいと思います。

法改正を考えると、共同養育支援法の成立が有効である

一方、根本的な問題解決のため、加えて、児童虐待防止

法、ＤＶ防止法、戸籍法、民法などを改正していく必要があ

ると考えています。今後、離婚・別居後に他方親と面会交

流させようとしないのは児童虐待であるという明文化、子ど

もと会わせないのは精神的ＤＶだという明文化を進めて行

けないか、そのタイミング・方法を探っています。

５．親子ネットの会員へのメッセージをお願いします。

長年にわたり活動されている皆様には本当に頭が下がる

思いでおります。僕はいずれかの団体に所属することで中

立性が損なわれないように会員にはなれませんが、何かご

協力できることがあれば喜んでご協力させていただきたいと

かんがえています。

当事者としての皆様には、お子さんとの幸せな人生がお

送りできるよう支援してまいりたいと考えております。お子さ

んと会えずにいて、理不尽な思いをされていることかと存じ

ます。皆様の健康や幸福がお子さんへの間接的支援となる

ことにご留意されて、前向きに生けるようご祈念申し上げま

す。

６．支援の必要な皆様へ

ときどき親子ネットさんの定例会にも参加させていただい

ておりますので、懇親会等でお話しさせていただくことがで

きます。弊社では、メンタルヘルスサービスとしてトラウマ治

療技法等を用いたカウンセリングを行っております。しかし

ながら、遠方（宮城県南部）のため、継続的にお越しいただ

くことは難しいと思いますので、上京した際に時間と場所を

とって対応させていただいております。

http://iproduce.xsrv.jp

また、面会交流や監護者指定にかかる意見書を作成させ

ていただいております。裁判所に提出された双方の書面・

証拠や調査報告書から同居親の態度やお子さんの状態に

ついて評価し、臨床心理士として意見を述べます。関係修

復に向けた意見書ももちろんお引き受けしております。ただ

し、DV（一方的支配関係）が認められ、かつ同居中にお子

さんへの不適切な対応が継続していたケースなど、意見書

作成をお断りする場合もございますのでご了承ください。

http://iproduce.biz/
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親⼦ネット主催講演会
アンガーマネジメント講演会
〜本当の共同養育をめざして〜

2018年3月17日（土）、としま南池袋ミーティングルームにおいて、講師に浅井真紀子氏をお招きし、親子ネット主

催の「アンガーマネジメント講演会 ～本当の共同養育をめざして～」を開催いたしました。

今国会で、共同養育実現の第一歩である法案が審議されようとしていますが、法律が出来ても共同養育を円滑

に進めることは簡単ではありません。子どもの健全な養育は、子どもと接する方々、ひとりひとりの力にかかってい

るのです。そのため、親としての適切な行動が期待されることになるでしょう。しかしながら、そうは言いつつも、子

どもと引き離された当事者の方々にとっては、日々のいろいろな出来事に対して、腹正しい気持ちになったり、悲し

くてどうしようもない気持ちになったりするのは、当たり前のことでもあります。そのため、皆さんのメンタルヘルスを

健全に保つためにも、自分の感情にどう対処するかを学ぶ「アンガーマネジメント」の講演会を企画いたしました。

アンガーマネジメントとは、アンガー（イライラや怒りの感情）をマネジメント（上手につきあう）する感情教育です。

アンガーマネジメントを学ぶことで、怒りの感情を理解し、コントロールしたり、癒したり、ポジティブなものへと変化

「べき」の考え方は非常
に参考になりました。あ
りがとうございます。

怒りへの対処に関して
多くの気付きが
得られました。

色々とマネジメントする
テクニックを学べて
良かったです。

初めて触れた内容で、
学ぶものが

多かったです。

怒りにしばられずに
冷静に対応できるように
なりたいと思いました。

日々、冷静にものを
みられるようにするため
に必要だと思います。

させる方法を理解することができます。これによって、親同士の葛

藤をなるべく下げ、子どものために、親として協力していくことがで

きるようになることを期待しています。

当日の講演会には、約30名の方にお越しいただきました。アン

ガーマネジメントに関する講義だけではなく、少人数でのワークを

通して、感情に振り回されない方法を学びました。

参加された方々からは、以下のような感想が寄せられました。

今回の講演会にお越しいただけなかった方々も、ぜひこの機会に「アンガーマネジメント」という言葉を覚えていただ

き、日々の生活の中でご自身の感情を上手く表現できるように、意識していただければと思います。

（文 親子ネット運営委員：篠田 裕美、写真 親子ネット運営委員：片 哲也）

講師：浅井真紀⼦⽒
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「子どもの自由意思」に関する最高裁判所の判決

2018年3月15日、国際間（日本と米国）における子どもの連れ去りに関する新たな判決が言い渡されました。「子は自

らの意思で日本に残ることを選んだ」と判断した名古屋高等裁判所の判決に対して、最高裁判所は「子は自らの意思

で日本に残ることを選んだとはいえない」として、名古屋高裁に判決の差し戻しを決定しました（経緯は下図参照）。最

高裁判所は判決文の中で、①子どもは意思決定をするために必要とされる情報を偏りなく得るのが困難な状況に置か

れることが少なくない、②連れ去りをした親が子どもに対して不当な心理的影響を及ぼしていないかについて慎重に

検討すべき、としています。そして、本件においては「子どもは連れ去りをした親に大きく依存して生活をせざるを得な

い状況にある」との理由から、「子どもが自由意思に基づいて連れ去りをした親の下にとどまっているとはいるとはいえ

ない」という結論になりました。国境をまたいだ子の連れ去りに関する判決ではありますが、子どもは連れ去りをした親

に不当な心理的影響を及ぼされ得るという当該最高裁判例は、子どもの表面的な意見表明（お父さんに会いたくない、

お母さんに会いたくないと言わせる）に基づき面会交流を阻止するような、国内の事案でも大いに活用できるものと考

えられます。

出所）平成２９年（受）第２０１５号 人身保護請求事件 平成３０年３月１５日 第一小法廷判決より引用
（URL： http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/572/087572_hanrei.pdf）

（⽂ 親⼦ネット運営委員：篠⽥ 裕美）

家族4人で米国に在住

図：最高裁判決までの経緯

母が子どもを連れて日本に帰国

父はハーグ条約に基づき、東京家庭
裁判所に子どもの返還を申し立て、
子の返還を実施させる決定を得る

執行官による強制執行が行われたが、
母は子の返還を拒否

子どもも、日本にいることを希望

父は人身保護法に基づき、子の釈放
を名古屋高等裁判所に申し立て、
高裁は「子は自らの意思で日本に残
ることを選んだ」として請求を棄却

父は最高裁判所に上告、最高裁は
「子は自らの意思で日本に残ることを
選んだとはいえない」として、名古屋

高等裁判所に差し戻しを決定

本件のように，子を監護する父母の一方により国境を越えて日本への連れ
去りをされた子が，当該連れ去りをした親の下にとどまるか否かについての
意思決定をする場合，当該意思決定は，自身が将来いずれの国を本拠と
して生活していくのかという問題と関わるほか，重国籍の子にあっては将来
いずれの国籍を選択することになるのかという問題とも関わり得るものであ
ることに照らすと，当該子にとって重大かつ困難なものというべきである。

また，上記のような連れ去りがされる場合には，一般的に，父母の間に深刻
な感情的対立があると考えられる上，当該子と居住国を異にする他方の親
との接触が著しく困難になり，当該子が連れ去り前とは異なる言語，文化環
境等での生活を余儀なくされることからすると，当該子は，上記の意思決定
をするために必要とされる情報を偏りなく得るのが困難な状況に置かれる
ことが少なくないといえる。

これらの点を考慮すると，当該子による意思決定がその自由意思に基づく
ものといえるか否かを判断するに当っては，基本的に，当該子が上記の意
思決定の重大性や困難性に鑑みて必要とされる多面的，客観的な情報を
十分に取得している状況にあるか否か，連れ去りをした親が当該子に対し
て不当な心理的影響を及ぼしていないかなどといった点を慎重に検討す
べきである。

これを本件についてみると，非拘束者は，現在１３歳で，意思能力を有して
いると認められる。しかしながら，被拘束者は，出生してから来日するまで
米国で過ごしており，日本に生活の基盤を有していなかったところ，上記の
ような問題につき必ずしも十分な判断能力を有していたとはいえない１１歳
３箇月の時に来日し，その後，上告人との間で意思疎通を行う機会を十分
に有していたこともうかがわれず，来日以来，被上告人に大きく依存して生
活せざるを得ない状況にあるといえる。そして，上記のような状況の下で被
上告人は，本件返還決定が確定したにもかかわらず，被拘束者を米国に
返還しない態度を示し，本件返還決定に基づく子の返還の代替執行に際
しても，被拘束者の面前で本件解放実施に激しく抵抗するなどしている。こ
れらの事情に鑑みると，被拘束者は，本件返還決定やこれに基づく子の返
還の代替執行の意義，本件返還決定に従って米国に返還された後の自身
の生活等に関する情報を含め，被上告人の下にとどまるか否かについての
意思決定をするために必要とされる多面的，客観的な情報を十分に得るこ
とが困難な状況に置かれており，また，当該意思決定に際し，被上告人は，
被拘束者に対して不当な心理的影響を及ぼしているといわざるを得ない。

以上によれば，被拘束者が自由意志に基づいて被上告人の下にとどまっ
ているとはいえない特段の事情があり，被上告人の被拘束者に対する監護
は，人身保護法及び同規則にいう拘束に当たるというべきである。

執行官は、子の監護を解くことができ
ないとして、強制執行を終了

＜最高裁の判決文（抜粋）＞



※詳細は、親サポの会ホームページ
(https://kyoudouyouiku.jimdo.com/)に掲
載されるご案内をご覧ください。

平成29年10月14日、河北新報、「長男の
相談記録、児相が無断提供」父親が仙台
市を提訴
平成29年10月17日、親権１、２審逆転訴
訟が刑事事件に 敗訴の父親が元妻支援
の弁護士ら告訴 異例の展開
平成29年10月21日、朝日新聞、離婚の前
子の気持ち知って 「親ガイダンス」大阪か
ら全国へ
平成29年10月22日、土井法律事務所ブ
ログ、ある国立大学教授の大森貴弘氏批
判への疑問必要なことは、親子断絶の危
険性についての理解あるいは、子を思う
親の気持ちへの理解ではないかと思う理
由
平成29年12月15日、Sky TG24（イタリア）、
日本に拉致される子ども達
平成29年12月16日、アゴラ、日本は裏社
会と外国工作員が喜ぶ失踪天国
平成29年12月24日、ラ・スタンパ（イタリア
紙）、7人の父親の戦い：「私たちの子ども
の権利は日本でキャンセルされました」
平成29年12月28日、毎日新聞、ハーグ条
約基づく子の返還覆す 最高裁「養育環
境悪化」
平成30年1月7日、読売新聞、「１０歳の
壁」から貧困家庭の子どもを救え
平成30年1月16日、週刊女性、秋元優里
アナ「娘は絶対に渡さない」竹林の背景に
イクメン夫との親権問題
平成30年1月17日、スポーツ報知、高橋
ジョージ、フジ秋元優里アナの離婚協議
に「犠牲になるのはいつも子ども」
平成30年1月20日、AERA、「子と引き離さ
れる「元夫」の苦悩」
平成28年1月30日、現代ビジネス、DV認
定され、9歳の娘に二度と会えない・・・離
婚で地獄を見た男の嘆き
平成30年2月4日、cyzo women、「子どもを
元夫に合わせるのは、自分のため」慰謝
料も養育費もなく離婚した妻の思い
平成30年2月17日、日本経済新聞、子の
引き渡し可否、最高裁判断へ ハーグ条
約めぐり
平成30年2月17日、名古屋ブレイブハート
法律事務所ブログ、蒲田孝代弁護士 「面
会回数と親権者事件」事件を読んで−フ
レンドリーペアレンツ
平成30年3月6日、読売新聞、子の引き離
し全て失敗、ハーグ条約実効性に疑問
平成30年3月6日、NHK、離婚などで離れ
て暮らす親子 面会できる法整備求め提
訴へ
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■2018年度親子ネット定例会
〈日時〉2018年4月14日(土)
総会 14:00～17:00
〈場所〉高田第二区民集会室 2階 会議室2
東京都豊島区高田3-18-3
〈アクセス〉JR山手線 高田馬場駅、東京メトロ
東西線 高田馬場駅、西武新宿線 高田馬場
駅より徒歩4分
〈参加費〉無料
※別途、参加費がかかりますが、定例会終
了後に懇親会を開催いたします。情報交換
などにお役立てください。
※詳細は、親子ネットホームページ
（http://oyakonet.org/）に掲載されるご案内
をご覧ください。

■当事者女性の親睦会
※参加は女性のみとなります。
〈日時〉2018年5月26日(土) 13:30～17：00
（日時等変更になる場合があります。何時か
らの参加でもOKです。）
〈場所〉地域交流センター神宮前（予定）

※場所が確定しましたら、別途告知いたしま

す。初めて参加を希望の方は、問合わせの

アドレスまでメールにてお知らせ下さい。

〈アクセス〉 JR原宿駅表参道口徒歩8分
東京メトロ千代田線・副都心線
明治神宮前＜原宿＞駅 徒歩4分
〈参加費〉会場代を参加者の人数で割ります。
参加予約は不要です、直接会場にお越しく
ださい。親睦会後は懇親会を開催します。懇
親会からの参加を希望の方のみ、事前にメ
ールにてお知らせ下さい。

■親子ネットＮＡＧＡＮＯ
〈個別相談等〉随時予約を受け付けています。
〈学習・相談会〉希望者に案内中（お尋ねくだ
さい）

■くにたち子どもとの交流を求める親の会定

例会

〈自助活動〉毎月第1/第3木曜日19:30～

〈場所〉国立市東4-9-16椿荘102 スペースF

■子どもに会いたい親のサポート交流会（親
サポの会）
〈自助活動〉毎月第4火曜日19:00～21:00
〈場所〉トミービル11階（東京都新宿区西新宿
7-7-23）
〈参加費〉1,000円

◆手帳にメモして

◆マスコミ

◆編集後記

 ご住所やメールアドレス等に変更が
ございましたら、お手数ですが、お早
めに変更手続きをお願いいたします。

◆住所変更時のお願い

◆引き離し44号・編集委員

大谷 格司、岡野 哲也、金高 隆、
斉藤 昌宏、佐々木 昇、篠田 裕美、
鈴木 裕子

■親子ネット運営委員（五十音順）

（親子ネット運営委員 篠田 裕美）

平成30年3月15日、時事通信、子の引き
渡し拒否「違法」＝ハーグ条約で初判断−
米在住の夫が訴え・最高裁 「特段の事情
ない限り違法」
平成30年3月15日、産経新聞、ハーグ返
還命令後の拘束 最高裁、審理差し戻し
「特段の事情ない限り違法」
平成30年3月15日、NHK、”子ども返還命
令“拒否は違法 最高裁が初判断
平成30年3月15日、日本経済新聞、子の
返還拒否「違法」ハーグ条約で最高裁初
判断
平成30年3月15日、毎日新聞、ハーグ条
約 「子の返還拒否は著しく違法」 最高裁
初判断
平成30年3月17日、産経新聞、ハーグ条
約 子を守るルール周知せよ
平成30年3月27日、朝日新聞、（声）日本
も共同親権を認めるべきだ
平成30年3月30日、朝日新聞、離婚しても
「一緒に育てようよ」 別居する父の思い週
2で送迎、でも目標は見えない
平成30年3月30日、朝日新聞、「娘見守り
たい」別居する親の苦悩 離婚減も、増え
る「会いたい父親」
平成30年3月30日、朝日新聞、私の気持
ち＝子どもの気持ち？「会わせたくなかっ
た」母親の葛藤

 春になりましたね。今年の東京の桜
はとても咲くのが早かったです。年度
末で忙しくしている間に、あっという間
に桜の季節が終わってしまいました。

 上の子が春から中学生になりました。
何歳になっても、自分の子どもである
ことには変わりないですが、子どもが
小さな時期は、本当に限られていま
すよね。皆さまが、お子さまと過ごせ
る時間をたくさん持てますように・・・。


